
16,653,530

予　算　額

26,919,000 20,856,530 4,203,000

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

16,413,810

産後家庭訪問率
　　　　　　　 100％
３歳児むし歯罹患率
　　　　　　30％以下
各健診受診率　 100％
乳幼児健診　　　48回
乳幼児相談　　　36回
集団歯科健診　　24回

　親と子の健康の保持増進のため、乳幼児健診や育児相談等事業の充実を
図り疾病予防及び早期発見・早期治療に努める。特にむし歯有病率の減少
を図るため、早期からむし歯予防の指導に努める。また、若年出産や経験
不足から不安が強い初産婦などに対しては、早期から家庭訪問等を行うな
ど、安心・安全に子育てができるよう支援する。
　①家庭訪問
　②集団及び医療機関委託による健康診査（歯科含む）
　③来所・電話による健康相談、乳幼児発達（巡回）相談
　④健康教育：栄養指導、むし歯予防健康教育

産後家庭訪問率
　　　　　　　96.1％
３歳児むし歯罹患率
　　　　　　　37.9％
各健診受診率　94.9％
乳幼児健診　　　48回
乳幼児相談　　　36回
集団歯科健診　　24回

１　新生児及び産婦の家庭訪問を実施し、心身の状況把握や育児環境等個
　々に応じた支援を行い、育児不安の軽減を図った。
２　健診・相談を開催し、疾病の予防、早期受診勧奨するなど、適切な発
　育や発達への支援を行った。
３　乳児期から、個別歯科健康教育を実施し、歯科健診やフッ素イオン塗
　布剤を使用した積極的なむし歯予防に取り組んだ。
４　妊婦一般健康診査助成を１４回とし、妊婦の健康管理の充実及び経済
　負担の軽減を図った。

一般財源

事 業 名

事 業 名

16,435,000 16,413,810

　すこやか親子電子手帳、すこやか健康増進電子手帳、すこやか子育て電
子手帳、すこやか長寿電子手帳の普及、連携する保健福祉情報管理システ
ムの維持管理を行う。

地　方　債
予　算　額

そ　の　他

　平成22年度主な実施内容以下のとおり。
〔すこやか親子電子手帳〕
母子の健康管理や成長記録に役立つ電子手帳として、母子手帳交付時に周
知し利用者の拡大を図った。
〔すこやか健康増進電子手帳〕
特定健診における積極的支援対象者のうち、25.4％が手帳利用者であり、
日々のセルフモニタリングなど、生活習慣病予防に活用されている。

事
業
内
容

４ 款 項衛 生 費 目

決　算　額

１ 保 健 衛 生 費

一般財源国県支出金

保 健 衛 生 総 務 費

すこやか親子電子手帳
利用者　　　　38.6％
すこやか健康増進電子
手帳利用者　　25.4％

単位：円先進的地域情報通信システム開発モデル事業費

１

成

果

計
画
値

実
績
値

成

果

実
績
値

財 源 内 訳

事
業
内
容

すこやか親子電子手帳
の利用者を母子手帳新
規交付者の30％以上と
する。
すこやか健康増進電子
手帳の利用者を特定健
診積極的支援対象者の
20％以上とする。

すこやか子育て保健事業費 単位：円

計
画
値
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事
業
内
容

事 業 名 水道事業会計繰出金

65,53437,677,000 3,000,0003,065,534

単位：円

４ 保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 総 務 費衛 生 費 目

地　方　債

款 １

実
績
値

１

単位：円事 業 名

予　算　額

・県立遠野病院に協力して医師の招へい活動を展開してきたが、医師の新
　規着任はなかった。しかし、活動を通して面会した医師とのつながりが
　できたことは、以降の招へい活動に弾みをつけることができた。
・県立遠野病院勤務医の定住促進のため、住居建築に向けた情報提供や土
　地のあっせんや家庭菜園づくり等を実施し、生活環境整備を進めること
　ができた。
・市医師会員の研鑚支援と医療従事に係る活動支援をした。

事
業
内
容

成

果

市民医療環境整備事業費

項

県立病院勤務医ほか新
規医師確保　　　１人

　市内の医師不足を解消するため、県立遠野病院勤務医をはじめ市内開業
医の新規着任に向けた医師招へい活動を実施する。
　また、医療機関での医療受診マナーの意識啓発や地域医療推進の環境整
備を行う。

財 源 内 訳

計
画
値

県立病院勤務医ほか新
規医師確保　　　０人

決　算　額
そ　の　他 一般財源国県支出金

180,130,000

　地理的要因による料金格差の是正を行うとともに、水道事業会計の健全
化を図るため、一般会計から繰出金を支出する。

予　算　額

180,130,000 180,130,000

決　算　額
国県支出金

成

果

一般財源

基本料金（月額）
・５㎥まで　 1,800円
・５㎥以上10㎥まで
　　　　　　 2,400円
超過料金
　10㎥以上１㎥につき
　　　　　　　 210円

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

計
画
値

実
績
値

基本料金（月額）
・５㎥まで　 1,800円
・５㎥以上10㎥まで
　　　　　　 2,400円
超過料金
　10㎥以上１㎥につき
　　　　　　　 210円

　水道事業会計の健全化を促進し、水道料金の高騰を防ぐことができた。
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3,282,285

予　算　額

3,851,000 3,282,285

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

8,944,551

通院費助成件数 184件
子育て教室　　　４回

　妊産婦が安心安全に妊娠・出産・育児ができるよう支援する。特にも市
内に出産できる医療機関がないことに伴う通院にかかる経済的負担の軽減
を図り、妊婦健診の受診を促進し母児の健康管理を支援する。健康教育や
家庭訪問指導を充実させ不安の軽減や子育てを支援する。
　①妊婦定期健康診査にかかる通院費の助成
　②子育て教室の開催
　③家庭訪問指導

通院費助成件数 177件
子育て教室　　　４回

１　育児中の子育て支援の一環として、参加者同士の交流・情報交換等仲
　間づくりの場として教室を開催するなど、子育て支援の充実を図った。
２　妊婦定期健康診査にかかる通院費を助成したことにより、経済的負担
　を軽減し健診受診を促進させ、健康管理及び疾病の早期発見・治療につ
　ながった。
３　家庭訪問指導は、産婦及び出生児を対象に早期訪問指導に努め、健康
　管理及び育児不安の解消を図った。

一般財源

事 業 名

事 業 名

88,003,000 87,213,551 73,885,000

　自発的な疾病予防をはじめ健康づくりのコミュニティ化を推進していく
ため、テレビ電話等の情報通信技術（ＩＣＴ）を活用して定期的に地区セ
ンター等で健康状態のデータを計測し、遠隔参加の医師と看護師等のコメ
ディカルが連動した遠隔健康指導・相談等による健康づくりを実施。
　また、活動拠点箇所を全市的エリアに拡大し、健康づくりの市民参加者
の増加を図る。

地　方　債
予　算　額

そ　の　他

・遠野テレビのインターネット回線を活用して、健康づくりの活動拠点を
　７箇所から17箇所に拡大し、参加登録者は 400人を超えた。
・健康づくり、人づくり、地域づくりを柱とした遠野市健康づくり総合プ
　ログラムの中に新たに位置付け、地区センター等を活動拠点とした健康
　づくりのネットワーク化を推進した。
・テレビ電話等を活用した健康づくりのＩＣＴ利活用
　…　①歩数、血圧、体組成等の計測と血液検査による健康情報の蓄積
　　　②遠隔医師・看護師等コメディカルの連携による遠隔健康指導

事
業
内
容

４ 款 項衛 生 費 目

決　算　額

１ 保 健 衛 生 費

一般財源国県支出金

保 健 衛 生 総 務 費

市民参加者　　 404人
活動拠点　　　17会場
参加者の健康意識の行
動変容　　　　　80％

単位：円地域ＩＣＴ遠野型健康増進ネットワーク事業費

１

成

果

計
画
値

実
績
値

成

果

実
績
値

財 源 内 訳

事
業
内
容

4,384,000

市民参加者　　 400人
活動拠点　　　17会場
参加者の健康意識の行
動変容　　　　　80％

妊産婦サポ－ト事業費 単位：円

計
画
値
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4,800,600

一般財源

事
業
内
容

事 業 名

成

果

計
画
値

実
績
値

　ろ過池のろ過材の交換や水槽内の塗装及び配管の布設替を行ったことに
より、安全な水の安定的な供給が図られた。

地　方　債 そ　の　他

休日診療当番
　年間実施日数　69日
　患者数　　 1,921人
日曜歯科当番
　年間実施日数　51日
　患者数　　　 126人
救急講演会
　実施回数　　　１回
  参加人数　　　65人
県防災ヘリ妊婦緊急搬
送訓練　　　　　１回

・市内における医科の休日診療及び日曜日の歯科診療当番を計画し、診療
　日程表を作成して市民周知を図るとともに、計画どおり実施した。
・市内及び中部地域の救急指定医療機関との連携により、救急医療体制を
　確保し、市民生活の安心及び利便性を図った。
・救急医療週間における『救急講演会』を開催し、また、市消防署と協力
　して県内初の県防災ヘリによる妊婦緊急搬送訓練を実施し、救急医療の
　市民啓発と救急医療対処の充実を図った。

財 源 内 訳

４ 款 １ 項衛 生 費 保 健 衛 生 総 務 費

ろ過池ろ過材交換
　　　　　　　　一式
配管布設替　　　一式
水槽内の塗装　　一式
超音波流量計の設置
　　　　　　　　１台

単位：円小規模給水施設等設備改良事業費

１ 目保 健 衛 生 費

実
績
値

事 業 名

5,000,000 4,800,600

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

ろ過池ろ過材交換
　　　　　　　　一式
配管布設替　　　一式
水槽内の塗装　　一式
超音波流量計の設置
　　　　　　　　１台

　給水施設の老朽化に伴う改良工事を実施し、安全な水を供給する。
　・大野平浄水場緩速ろ過池更生工事
  ・超音波流量計の設置工事

休日診療当番
　年間実施日数　69日
日曜歯科診療当番
　年間実施日数　51日
救急講演会
　実施回数　　　１回

・社団法人遠野市医師会に委託し、休日の救急医療診療を確保する。
・遠野歯科医師会に委託し、日曜歯科当番医を実施する。
・岩手中部医療圏における休日及び夜間の第２次救急医療を確保する。
・救急医療週間中に地域住民に対する救急医療知識の啓発普及に関する事
　業を行う。

救急医療体制運営事業費 単位：円

計
画
値

一般財源

8,475,390

予　算　額

8,478,000 8,475,390

決　算　額
国県支出金
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一般財源

148,500 4,655,243

予　算　額

5,889,000 4,803,743

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

治療費助成件数　10件
事業の周知を図る

　子どもを希望しているが恵まれないため、治療費が高額な体外受精や顕
微受精（特定不妊治療）をせざるを得ない夫婦に対して、その治療費の一
部を助成することにより経済的負担の軽減を図り、少子化対策の一翼に資
する。
　①夫婦一組に対し、一年度当たり治療１回につき上限10万円まで、年２
　　回を限度に通算５年治療費を助成する。
　②事業の周知を図る。

遠隔妊婦健診利用率
　　　　　　　　60％
妊婦教室　　　　24回
両親教室
　実施回数　　　４回
　参加率　　　　60％
家庭訪問実施率
　　　　　　　　70％

１　市内にお産を扱う施設がないことによる、妊婦とその家族の不安と身
　体的・経済的負担軽減を図るため、遠隔妊婦健診を主軸とした助産院活
　動を行う。
２　連携医療機関の協力体制を整備し、遠隔妊婦健診を充実させる。
３　健康教育・妊婦訪問を行い妊産婦の健康保持増進を図るとともに安心
　して出産ができる環境づくりを支援する。

助産院ねっと・ゆりかご推進事業費 単位：円

計
画
値

事 業 名

1,257,000 1,156,440

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

保 健 衛 生 総 務 費

治療費助成件数　12件
県との連携による対象
者への周知を図った

単位：円不妊治療支援事業費

１ 目４ 款 １ 項衛 生 費 保 健 衛 生 費

１　遠隔妊婦健診は実人数 113人、延べ 234人が利用。遠距離通院に対す
　る身体的・経済的負担軽減、不安軽減を図った。震災のあった３月は実
　人数40人、延べ60人が利用。うち被災者実人数10人、延べ12人が利用
　し､妊産婦の不安軽減を図った。
２　妊婦教室・両親教室をとおして妊娠中の健康教育を行い妊産婦の健康
　保持増進と、父親の育児参加支援を図った。
３　妊娠後期の妊婦に対し家庭訪問を行い、健康管理・分娩開始時の対
　応､産後についての指導を行い、お産に対する不安解消を図った。

事
業
内
容

事 業 名

実
績
値

成

果

計
画
値

実
績
値

１　特定不妊治療は健康保健適用外で高額(40万円程）であるばかりか１
　回の治療で目的を達成することは困難な状況であることから経済的支援
　として有効であった。
２  交付対象者は、県が助成対象者と認めたものであることから県（中部
　保健所）との連携を図り事業の周知を図ることができた。

地　方　債 そ　の　他

遠隔妊婦健診利用率
　　　　　　　53.8％
妊婦教室　　　　24回
両親教室
　実施回数　　　４回
　参加率　　　　40％
家庭訪問実施率
　　　　　　　81.8％

財 源 内 訳

1,156,440

一般財源
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36,240,194

予　算　額

59,154,000 44,424,665 8,184,471

決　算　額
国県支出金 そ　の　他

財 源 内 訳

新生児蘇生講習会の開
催　　　　　　　12回
搬送訓練の実施　１回

１　新生児蘇生講習会を開催し、妊産婦緊急搬送等に携わる助産師・救急
　救命士・消防隊員が新生児蘇生法「専門コース」認定を取得する。
２　緊急搬送等体制づくりをすすめ、市外に通院する妊産婦の安心を高め
　る。

集団接種率（ＢＣＧ・
ポリオ・二種混合・Ｍ
Ｒ３期）　　　 100％
個別接種率（三種混合
・ＭＲ１・２・４期）
　　　　　　　　85％
65歳以上のインフルエ
ンザ予防接種率　50％

１　予防接種法に基づく適正な予防接種を実施することにより、市民の免
　疫保有率の向上を図り、伝染病の流行を抑制する。
２　乳幼児の予防接種は、集団でＢＣＧ、ポリオ、個別で三種混、ＭＲ１
　･２期を実施する。
３　児童生徒の予防接種は、各小・中学校を会場に、二種混合及びＭＲ３
　期を実施する。また、ＭＲ４期は個別で実施する。
４　インフルエンザ予防接種を実施する。
５　事業周知を図り接種率を高める。

予防接種費 単位：円

計
画
値

計
画
値

実
績
値

一般財源

予　算　額

事
業
内
容

成

果

地　方　債

決　算　額

実
績
値

1,116,699 455,000

成

果

一般財源国県支出金

保 健 衛 生 総 務 費

新生児蘇生講習会の開
催　　　　　　　12回
　　(93名が認定取得)
搬送訓練の実施　１回

単位：円周産期救命スタッフ養成事業費

１ 目衛 生 費 保 健 衛 生 費

事
業
内
容

661,699

事 業 名

４ 款 １ 項

1,135,000

２ 目 予 防 費項１

集団接種率　　99.6％
個別接種率　　96.7％
65歳以上インフルエン
ザ予防接種率　　60％
　　　　　( 5,853人)

１　乳幼児の予防接種は、未接種者に対し健診や相談事業時に個別指導を
　実施して高い接種率を得、伝染病予防に効果を上げた。
２　児童生徒の予防接種は、学校の協力で集団接種を実施したことで児童
　や保護者及び行政の負担軽減や高接種率を得た。
３　インフルエンザ予防接種費用を全市民に助成し感染予防に努めた。

保 健 衛 生 費

１　新生児蘇生法「専門コース」を12回開催した。
２　遠野市消防・大船渡地区消防組合消防本部・岩手県防災航空隊・県立
　大船渡病院と妊婦緊急搬送訓練を実施した。

地　方　債 そ　の　他

事 業 名

財 源 内 訳

４ 款 衛 生 費
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一般財源

37,827,000 16,523,150

予　算　額

837,236,000 817,950,150 147,200,000 616,400,000

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

　市営火葬場において円滑な火葬業務を行う。

造成工事　　　　一式
建築工事　　　　一式
火葬炉設備工事　一式
備品購入　　　　一式

　現斎場は施設の老朽化並びに駐車場及び会葬者の待合スペースの狭あい
化など、さまざまな課題を抱えていることから、葬送の場にふさわしい厳
かな空間と、自然と調和した安らぎと温かみのある施設を新しく整備す
る｡
　現斎場を利用しながら新斎場の建築工事を実施することから、斎場利用
者の安全確保に努め、スケジュール管理を徹底しながら工事を実施する。

斎場整備事業費 単位：円

計
画
値

事 業 名

9,756,000 9,640,150

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

環 境 衛 生 費

火葬件数　　　 589件

単位：円斎場運営費

３ 目４ 款 １ 項衛 生 費 保 健 衛 生 費

工期どおり各工事が完成し、平成23年５月１日に新斎場「永遠の丘（と
わのおか）」を供用開始した。
　また、地域産材を活用した祭壇等を整備した。

　・新斎場（延床面積　1,487.43㎡）
　　…　火葬炉３基、ペット炉１基、１室50人収容の待合スペースを３室

事
業
内
容

事 業 名

実
績
値

成

果

計
画
値

実
績
値

　火葬業務を迅速かつ適正に実施した。

地　方　債 そ　の　他

造成工事　　　　一式
建築工事　　　　一式
火葬炉設備工事　一式
備品購入　　　　一式

財 源 内 訳

1,590,000 8,050,150

一般財源
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31,534,593

一般財源

事
業
内
容

事 業 名

成

果

計
画
値

実
績
値

し尿と生活雑排水を処理することにより、自然環境の保全、公衆衛生の
向上及び生活環境の改善に寄与している。
　浄化槽の設置者に対し設置事業費の一部を補助した。

　　５人槽　　625,000円×９世帯＝ 　5,625,000円
　　７人槽　　730,000円×39世帯＝　28,470,000円
　　10人槽　　925,000円×４世帯＝　 3,700,000円
　　21人槽　2,920,000円×１世帯＝　 2,920,000円

地　方　債 そ　の　他

護美箱クリーンアップ
事業　　　　 157箇所
資源集団回収実施団体
数　　　　　　38団体

　「護美箱クリーンアップ事業」を実施したことにより、ごみ集積所が衛
生的に管理され、ごみ分別に対する意識の高揚につながった。
　「資源集団回収奨励金事業」及び「ごみ減量化物品購入助成事業」等に
より、資源ごみのリサイクル化が促進された。

財 源 内 訳

４ 款 １ 項衛 生 費 環 境 衛 生 費

浄化槽設置基数 53基
利用者数　    207人
(全人口に対する普及
率 0.69％)

全普及基数  1,034基

単位：円浄化槽設置事業費

３ 目保 健 衛 生 費

実
績
値

事 業 名

46,003,000 41,057,593 9,523,000

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

浄化槽設置基数 60基
計画人数　　  234人
(全人口に対する普及
率 0.78％)

目標基数　3,127基

農村地域や郊外においても生活様式の多様化により、家庭から排出され
る生活雑排水の量が年々増加し、生活環境の悪化や河川等の水質汚濁の要
因となっている。
そこで、集合処理（公共下水道、農業集落排水）以外の地域に、し尿と
生活雑排水を処理する浄化槽の設置を図ることにより、生活環境の改善及
び公衆衛生の向上に寄与する。

護美箱クリーンアップ
事業　　　　 150箇所
資源集団回収実施団体
数　　　　　　35団体

　資源循環型社会の形成を促進するため、遠野市公衆衛生組合連合会が実
施する資源ごみのリサイクル、ごみの減量化等に関する事業に対して財政
的支援を行う。

　・護美箱クリーンアップ事業　　　・生ごみ処理機等購入助成
　・生ごみ堆肥化促進剤購入助成　　・ごみ減量化物品購入助成
　・資源集団回収奨励金　　　　　　・地域環境美化推進事業

リサイクル促進事業費 単位：円

計
画
値

一般財源

3,800,000

予　算　額

3,800,000 3,800,000

決　算　額
国県支出金
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一般財源

692,676

予　算　額

960,000 886,614 193,938

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

環境フォーラムの開催
　　　　　　　　１回

　環境基本計画に基づき、５つの基本目標毎に環境保全を図っていく。
　・「明日の遠野の環境を考えるフォーラム2010」の開催
　・市民環境団体活動支援（環境フロンティア遠野）

河川水質調査　16箇所
酸性雪調査　　２箇所

　公害発生の未然防止及び公害のない住みよい環境の維持を目的に、主と
して水質調査の実施や猿ケ石川の保全活動に取組む。
　また、北上川水系水質汚濁対策連絡協議会、東北及び県内都市環境問題
対策協議会に加入し、公害問題等について共通認識を持ち、公害発生への
防止に努める。

公害対策事業費 単位：円

計
画
値

事 業 名

688,000 285,617

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

環 境 保 全 費

環境フォーラムの開催
　　　　　　　　１回

単位：円ふるさと遠野の環境を守り育てる推進事業費

４ 目４ 款 １ 項衛 生 費 保 健 衛 生 費

　河川水質調査により、市内河川の水質の状態が良好であることが確認さ
れた。
　また、公害関係法令に基づく事務、公害に関する市民・事業者の相談窓
口として適切な対応に努めた。

事
業
内
容

事 業 名

実
績
値

成

果

計
画
値

実
績
値

環境学習会及び環境フォーラムにおける環境標語等コンクールや環境活
動事例発表会など、市民とともに活動を展開したことにより、環境保全に
対する意識が更に高まった。
また、市民環境団体への支援を行い、団体の活動が活発化し具体的な環
境保全活動や意識の醸成に繋がった。
　・「明日の遠野の環境を考えるフォーラム2010」
　　…　11月20日開催（会場：あえりあ遠野）、来場者80人
　・遠野の環境展2010
　　…　６月18日～30日開催（会場：とぴあ）、来場者 672人
　　　　11月19日～29日開催（会場：とぴあ）、来場者 892人

地　方　債 そ　の　他

河川水質調査　16箇所
酸性雪調査　　２箇所

財 源 内 訳

285,617

一般財源
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保 健 衛 生 費 ４ 目

実
績
値

　本校及びサテライト校で各種健康プログラムを実践、年間を通して市民
一人ひとりが健康づくり活動に積極的に参加できるよう身近な施設を活用
することで、多くの市民が継続して健康づくり活動を実践する市民が増え
てきている。
　また、健康づくり活動を継続して行うことにより、体の調子が良いなど
の声が聞かれるとともに、顔見知りの仲間同士で気軽に参加できるなど、
仲間づくりや地域づくりへの活力となっている。

3,620,000 2,647,133

環 境 保 全 費

235,311

保 健 衛 生 費 ５

2,647,133

目 健康づくり推進事業費

そ　の　他 一般財源

単位：円

環境学習会の開催
　　　　　　　　30回

　「遠野市健康づくり総合大学：とすぽ」は平成19年８月に開校し、市民
一人ひとりがそれぞれの年齢に応じた健康づくり活動が実践できるよう健
康教室を実施。
　本校はスポーツ・保健・生涯学習が一体となった総合的な健康づくり活
動の実践。市内９地区センターをサテライト校として、地域の実情に応じ
た健康づくり活動を実践。

成

果

地　方　債

本校スポーツ教室
　148回・2,678人参加
サテライト校
　189回・2,389人参加
保健プログラム
　122回・1,510人参加
生涯学習プログラム
　 93回・2,081人参加
大学祭「心も体もホッ
ト！スポーツの集い」
　　　　　　80人参加

健康づくり総合プログ
ラムの実践（本校及び
サテライト校における
健康づくり教室の開
催）
健康づくり総合大学大
学祭「ホット・スポー
ツの集い」の開催

１ 項

予　算　額

健康スポーツプログラム推進事業費（健康スポーツプログラム推進事業費）

決　算　額
国県支出金 地　方　債

財 源 内 訳

事
業
内
容

計
画
値

事 業 名

実
績
値

財 源 内 訳
そ　の　他

事
業
内
容

４ 款 衛 生 費

款

一般財源国県支出金

環境学習会の開催
　　　　　　　 219回

単位：円環境学習推進事業費

１

事 業 名

項

計
画
値

衛 生 費

235,311

決　算　額

　ごみの削減やリサイクル、二酸化炭素削減、自然環境の保全等啓発しな
がら、環境の負荷の低減を目指し、環境学習会を開催する。
　・環境学習会の開催　30回

325,000

予　算　額

成

果

　環境学習会を各行政区、各団体、市内小中学校、こどもエコクラブ等に
おいて開催し、環境に対する意識の高揚が図られた。
　・環境学習会の開催　 219回、参加者数　 5,176人

４
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健康づくりサポーターが連携して、生活習慣病予防のための地区食生活
改善や運動普及活動に取り組んだことから、健康づくりの意識が高まり参
加者数も計画値を上回った。
　　　○健康づくりサポーター養成事業
　　　　　・元気・楽らく健康塾修了者　　延べ22人
　　　○健康づくりサポーター会員数
　　　　　・食生活改善推進員協議会　　219人
　　　　　・運動普及推進員協議会　　84人
　　　　　・体操普及員　　145人
　　　○育成事業（研修会）
　　　　　・食生活改善推進員　 52回　延べ770人
　　　　　・運動普及推進員　　8回　延べ176人
　　　　　・スポーツイベントの参加者数　100人

予　算　額

1,014,000 766,644

決　算　額
国県支出金

国県支出金

一般財源

地　方　債

44,400 722,244

そ　の　他地　方　債
財 源 内 訳

・食生活改善推進員の
実践活動（生活習慣病
予防等）
　　　延べ　15,300人
・元気・楽らく体操等
運動普及活動
　　　延べ　1,600人

疾病の一次・二次予防に重点をおいた事業を実施し健康増進を図る。
　健康手帳の交付：40歳を対象に交付
　健康診査：各種がん検診（胃・大腸・肺・乳腺・子宮・前立腺）
            骨粗鬆症予防検診、成人歯科検診、肝炎ウイルス検診、
            基本健康診査、結核健診の実施
　健康教育：市民健康講座、事業所等での健康づくり教室の開催
　健康相談：健診事後個別相談
　訪問指導：要指導者への保健指導を実施

がん疾患の周知や検診の受診勧奨に努めたことから、受診者数は大腸が
ん・乳がん・子宮がんは計画値を上回るなど増加し、疾病予防や早期発見
に効果があった。
特に、がん発見者は28人であり早期治療や医療費の抑制につながった。
がん発見数は、要精密検査者に対する追跡調査を強化していることから今
後も若干増加することが予想される。
また、検診結果に基づく事後指導が必要な者には、健康相談・家庭訪問
による個別指導を実施し、疾病予防等健康への支援を行った。

事 業 名

事
業
内
容

成

果

がん検診受診者数
（集団検診）
①胃がん　　3,208人
②大腸がん　4,251人
③肺がん　　3,769人
④乳腺がん　1,356人
⑤子宮がん　1,219人

実
績
値

健康づくり推進事業費

がん検診受診者の増加
①胃がん　　3,500人
②大腸がん　4,000人
③肺がん　　3,900人
④乳腺がん　1,300人
⑤子宮がん　1,150人計

画
値

単位：円保健プログラム推進事業費（生活習慣病予防プログラム推進事業費）

５ 目保 健 衛 生 費４ 款 １ 項衛 生 費

一般財源
決　算　額

単位：円

61,202,000 58,168,650 9,910,150 44,956,500

そ　の　他
予　算　額

財 源 内 訳

・食生活改善推進員の
実践活動（生活習慣病
予防等）
1,359回 延べ15,592人
（達成率 101.9％）
・元気・楽らく体操等
運動普及活動
　　50回 延べ1,652人
（達成率 103.3％）

3,302,000

事 業 名 保健プログラム推進事業費（健康づくりサポーター養成プログラム推進事業費）

事
業
内
容

計
画
値

遠野市民の健康づくり推進のため、地域の健康づくりを担う健康づくり
サポーターの養成・育成を行う。
健康づくりサポーターがライフステージに沿った食生活の改善や運動、
市民の健康体操の普及など実践活動に取り組む体制づくりを支援する。
　○元気・楽らく健康塾の開催
　○組織団体を対象とした研修会の開催
　○啓発普及事業（生活習慣病予防のための食生活改善、スポーツイベン
　　トを通した運動普及事業）

成

果

実
績
値
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２

事
業
内
容

事 業 名

款 衛 生 費

757,484

一般財源

成

果

計
画
値

実
績
値

１　チャレンジ徒歩通学強化月間（10月の20日間）として市内全小学校児
　童（ 1,411人）対象に実施した。（20日完歩 1,131人：80％対前年度比
　９％の増）
２　新体力テスト実施96項目（男女とも48項目、学年８項目）で69項目72
　％（前年度72項目75％）が全国平均を上回った。
３　キッズ元気アップ後援対を実施し、幼児に様々な運動を体験させるこ
　とができた。

地　方　債 そ　の　他

焼却(溶媒)施設に係る
準備書・評価書・中継
施設の生活環境影響調
査報告書　　　　一式
ＰＦＩ等導入アドバイ
ザリー業務　　　一式
地質調査、地形測量
　　　　　　　　一式

　一般廃棄物処理施設、中継施設(サテライトセンター)建設に係る各種委
託業務等が円滑に進められた。

４

財 源 内 訳

４ 款 １ 項衛 生 費 健康づくり推進事業費

50ｍ走
　女子２～５年生が全
　国平均以上
チャレンジ徒歩通学
　完歩者対前年比９％
　の増
キッズ元気アップ応援
隊
　各保育所（園）で53
　回実施
　 1,299人（親子 100
　組）が参加

単位：円健康スポーツプログラム推進事業費（子どもの体力向上プログラム推進事業費）

５ 目保 健 衛 生 費

実
績
値

事 業 名

1,390,000 757,484

予　算　額

事
業
内
容

成

果

国県支出金
決　算　額

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

新体力テストの向上
50ｍ走の国・県平均以
上を目標とした取組
新体力テストの分析
キッズ元気アップ応援
隊による幼児への運動
機会の提供

　子どもの体力向上・運動能力の向上を目指すとともに、望ましい生活習
慣の改善・形成を図るため「早寝・早起き・朝ご飯」運動の推進を図る。
　・チャレンジ徒歩通学の推進
　・走り方講習会の実施
　・新体力テストの分析
　・キッズ元気アップ応援隊による幼児の体力・運動能力向上の推進
　・広報誌（ニュースレター）の発行

焼却(溶媒)施設に係る
準備書・評価書・中継
施設の生活環境影響調
査報告書　　　　一式
ＰＦＩ等導入アドバイ
ザリー業務　　　一式
地質調査、地形測量
　　　　　　　　一式

　花巻市、北上市、遠野市、西和賀町の３市１町で構成する岩手中部広域
行政組合において、平成27年10月の稼働を目標に進めている岩手中部地区
の一般廃棄物処理施設の建設に向けて、各種委託業務及び人件費等を負担
する。

岩手中部広域行政組合負担金 単位：円

計
画
値

一般財源

10,533,728

予　算　額

12,072,000 10,533,728

決　算　額
国県支出金

清 掃 総 務 費項 清 掃 費 １ 目

衛生費 - 66 -



一般財源

14,026,136 16,676,528

予　算　額

32,252,000 30,702,664

決　算　額
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

財 源 内 訳

収集日数　　　 258日
周知活動　　　　90回
一人当たりの年間ごみ
排出量　　　　 280kg

　家庭から排出されるごみは、一般廃棄物として自治体の責任において処
理することになっていることから、収集業務を業者に委託し、生活環境の
保全と公衆衛生の向上を図る。

年間処理計画
　資源ごみ　 1,230ｔ
　不燃・粗大ごみ
　　　　　　　 630ｔ

　一般家庭から排出される資源ごみを分別・保管するとともに、不燃ごみ
・粗大ごみを破砕し、鉄・アルミを選別して有価物の再生利用を促進す
る｡

再生利用施設運営費 単位：円

計
画
値

一般財源国県支出金

塵 芥 処 理 費

収集日数　　　 258日
周知活動　　　 113回
一人当たりの年間ごみ
排出量　　　　 297kg

単位：円塵芥収集処理費

２ 目

決　算　額

実
績
値

清 掃 費

事 業 名

事
業
内
容

成

果

４ 款 ２ 項衛 生 費

成

果

計
画
値

実
績
値

　適正に委託業務が行われ、生活環境の保全が図られた。
　・平成22年11月に「分別収集計画書」、平成23年２月には「一般廃棄物
　　（ごみ）処理実施計画」を策定した。
　・平成23年度から「プラスチック製容器包装」の分別収集を始めるた
　　め、環境学習会を各行政区・団体等で開催し、ごみ減量に対する意識
　　の高揚を図った。
　　　①行政区数　99行政区、延べ 2,697人
　　　②各種団体　14団体、延べ 375人
　・清養園クリーンセンターを活用して、児童・生徒を対象にごみ減量等
　　の学習会を実施した。
　　　・開催回数　７回、延べ 180人

地　方　債 そ　の　他

年間処理量
　資源ごみ　 1,149ｔ
　不燃・粗大ごみ
　　　　　　　 604ｔ

　施設の適正な運営管理が行われ、有価物の再生利用の促進が図られた。

事
業
内
容

65,116,054

事 業 名

財 源 内 訳

26,25066,776,000 65,142,304

予　算　額

衛生費 - 67 -



7,105,350

事 業 名

財 源 内 訳
国県支出金

決　算　額

４ 款 衛 生 費

成

果

計
画
値

実
績
値

　岩手県から平成23年１月４日付けで遠野市不燃物埋立地の廃止が認めら
れた。

地　方　債 そ　の　他

収集件数　　25,457件
収集量　　　19,054kℓ

　し尿収集業務が円滑に行われ、生活環境の保全が図られた。

事
業
内
容

一般財源

４ 款 ２ 項衛 生 費 塵 芥 処 理 費

遠野市不燃物埋立地
　水質検査　　　一式
　塀復旧工事等　一式
宮守村一般廃棄物最終
処分場
　水質等検査　　一式

単位：円不燃物埋立地閉鎖事業費

２ 目清 掃 費

実
績
値

事 業 名

7,437,000 7,105,350

予　算　額

事
業
内
容

成

果

地　方　債 そ　の　他
財 源 内 訳

遠野市不燃物埋立地
　水質検査　　　一式
　塀復旧工事等　一式
宮守村一般廃棄物最終
処分場
　水質等検査　　一式

　遠野市不燃物埋立地と宮守村一般廃棄物最終処分場の閉鎖に向けて、所
要の調査を実施する。

収集件数　　26,000件
収集量　　　20,000kℓ

　家庭から排出されるし尿は、一般廃棄物として自治体の責任において処
理することになっていることから、収集業務を業者に委託し、生活環境の
保全を図る。

し尿処理費 単位：円

計
画
値

一般財源

95,498,050 4,388,880

予　算　額

104,495,000 99,886,930

決　算　額
国県支出金

目 し 尿 処 理 費２ 項 清 掃 費 ３

衛生費 - 68-


